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国が学童保育の来年度予算案を発表

2010年12月24日、厚生労働省の来年度予算案が発表されました。学童保育の予算は、概算要

求した343億9200万円から307億5000万円になりました（36億4200万円減 。2010年度予算と比）

べると33億3000万円の増額です（12％増 。）

概算要求より少なくなった理由として育成環境課は 「安心こども基金」が2010年度で終わ、

るということだったので概算要求では「施設賃借料」などを入れていたが、2011年度も「安心

こども基金」が継続になったので、その分が削られたということでした。

補助単価は、１月中旬に開かれる全国厚生労働部局長会議で示されます。時間延長分の単価

と運営費の補助単価の引き上げをしているとのことです。

＊資料として、厚生労働省育成環境課作成の予算案資料、厚生労働省雇用均等・児童家庭局

作成の予算案を同封しました。

単位：円放課後児童健全育成事業の補助金の推移

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 前年比2011年度案

総額 158.49億 184.94億 234.53億 274.20億 33.30億増307.50億

運営費 138.45億 161.32億 176.22億 234.85億 30.63億増265.48億

施設整備費 18.14億 23.64億 56.68億 38.11億 2.64億増40.75億

（全国学童保育連絡協議会作成）

国の制度拡充 来年度予算増額について要請

全国学童保育連絡協議会では 「児童福祉法を改正して学童保育を第七条の児童福祉施設に、

位置づけること 「市町村の責務を強化すること 「国としての最低基準をつくること 「放課」 」 」

後子どもプランでは学童保育と『放課後子ども教室』を一体化しないこと 「概算要求を減ら」

さず増額すること」などを求めて、内閣府、厚生労働省をはじめ、関係省庁、政党、国会議員

などへ要請を行いました。

12月17日には、全国各地の連絡協議会の代表が参加し、午前には厚生労働省育成環境課への

、 、 「 」 、陳情 午後からは内閣府少子化対策特命大臣 文部科学省 放課後子どもプラン 連携推進室

、 、 、 （ 、 、内閣府少子化対策室 財務省 内閣府地域主権戦略室の各省庁 各政党 民主党 自由民主党

公明党、日本共産党、社民党、国民新党、たちあがれ日本 、衆議院・参議院の厚生労働委員）

会所属の国会議員、地方六団体などを訪問し、要望を届けました（12月17日以前には、厚生労

働副大臣、文部科学大臣政務官などにも陳情に回りました 。）

厚生労働省育成環境課からは、つぎのような説明がありました。
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○現在、基本制度ワーキングチームでは、検討を行っている。全国連協からいただいた意見も

十分にふまえて11月15日の政府素案を出した。市町村の責務の強化、法的根拠のある一定の

基準をつくること、サービス保障の強化、国としての財源をつけることなどを検討しなけれ

ばならないと考えている。

○来年度予算では 『子ども・子育てビジョン』の目標をもっとも重視している。当初は 『安、 、

心こども基金』が2010年度でなくなることを前提に概算要求を行ったが、来年度も継続する

ことになったので、予算額が変わる可能性もある。

（ ） 、 、「 」 。注 来年度予算については 前項に記したように 施設賃借料 の分などが削られました

○学童保育は『放課後子ども教室』とは違う事業なので、一体化は考えていない。厚生労働省

としては、放課後児童クラブの拡充をすすめていかなければならないと考えている。

基本制度ワーキングチームの検討状況子ども・子育て新システム検討会議

2010年12月15日、政府の基本制度ワーキングチームは 「社会的養護等について、障害児に、

対する支援について」と「費用負担について」検討を行いました。

「障害児の支援について」では、学童保育に障害児の入所が増え続けており、この六年間で

受入クラブ数も障害児数も二倍以上に増えていることを示す資料が提出されました。そして、

保育所や学童保育での障害児の受入、子育て支援事業のなかで障害児への支援をどのように位

置づけていくかについて、課題提起がありました。

「費用負担について」では、現行のサービス（保育所、幼稚園、学童保育など）を現在の水

準のままで「子ども・子育てビジョン」の目標にそってサービス量を拡大した場合に、どれだ

けの費用が必要かの試算が出されました。

学童保育については、平成22年度ベースで700億円（国の補助金350億円、保護者負担350億

） 、 、 、円 の費用が必要であり 平成25年度には800億円 平成29年度には1000億円が必要となるが

平成35年度には児童数の減少により、900億円に下がると見込まれています。

前述したように、この数字は制度改革による質的な拡充を見込んでいない現在の水準のもの

の量を拡充した場合の見込みであり、今後の制度改革による質の拡充を図ることになれば、さ

らに上乗せした金額が必要だというものでした。

なお、学童保育については今後、もう一度、議論を行うこととし 「サービス保障のための、

法的枠組み等」について検討される予定とされています（同封した別紙参照 。）

また、この会議には資料として、学童保育について論議がされた11月15日の基本制度ワーキ

ングチームでの発言を整理したものも出されました（同封した別紙参照 。）

全国連協では引き続き、公的責任による学童保育の制度の抜本的な拡充を求めて、基本制度

ワーキングチーム関係者に要望を届けていきます。

※本日（2010年12月28日）開かれた第８回基本制度ワーキングチームの会議には 「子ども・、

子育て支援施策にかかる質の改善に関する論点整理」と「子ども・子育て包括交付金等につ

いて（案 」が示されました（関係部分の資料を同封しました 。） ）

学童保育の指導員について 「現在の指導員（非常勤）が常勤並の勤務時間を要請されて、

、 、 」いることや 開所時間の拡充の要請を踏まえ 非常勤指導員を常勤化することが考えられる

として、40人規模の学童保育で、年収450万円の指導員３名分の費用が必要としています。

また、国の負担割合を、現在の補助金と保育料負担が５割ずつになっているものを、国負

担分を６割に引き上げることも出されています。
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